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 第９回公共サービス改革小委員会 

議 事 次 第  

 

 

 

                       日 時：平成 22 年３月２日（火） 10:30～11:30 

                       場 所：永田町合同庁舎１階 第１共用会議室 

 

 

１．開 会 

 

２．議 題 

   （１）財務省からのヒアリング（財務局の普通財産の管理処分等業務） 

 

３．閉 会 

 

＜出席者＞ 

委員：落合主査、野原副主査 

 

財務省：理財局 吉田国有業務課長、宇山国有業務指導官 

    大臣官房 小池専門調査官、高橋地方課課長補佐、曽根文書課課長補佐 

 

事務局：佐久間官民競争入札等監理委員会事務局長、上野参事官、森丘参事官、山谷企画官 
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○落合委員長 定刻になりましたので、第９回公共サービス改革小委員会を始めさせてい

ただきます。 

 本日は、財務局の普通財産管理処分等業務につきましての審議を予定しております。初

めに財務局の普通財産管理処分等業務につきまして、財務省理財局国有業務課、吉田課長

に御出席いただいておりますので、御説明をお願いしたいと思います。説明の時間は、恐

縮ですけれども、30 分程度でお願いします。 

 では、よろしくお願いします。 

○高橋地方課課長補佐 初めに、財務局の概要について、私の方から簡単に御説明させて

いただきます。 

 お手元の「財務省財務局の概要」という資料がございます。１ページおめくりいただき

まして、財務局の役割と使命というものであります。地方出先機関であります財務局でご

ざいますが、財務省の総合出先機関という位置づけでございまして、税関、国税といった

税務を除きます財務省の業務すべてを実施しているといったところでございます。また、

金融庁の業務で法令で規定されている部門につきましては、金融庁長官の委任を受けて実

施をしているというところでございます。 

 そこに、財務局の果たしている役割を３点ほどまとめて記載させていただいております。

１つは、国の予算、財政投融資、国有財産等の財務省の業務を実施するということでござ

います。２つ目は、財政ですとか、税制、為替制度といった財務省の政策形成に必要な地

元の声を聞きながらその形成に寄与していくといったこと。３つ目が、金融庁長官の委任

を受けて、地域金融機関の検査・監督を実施する。こうした役割を担っているところでご

ざいます。 

 組織の規模ですが、全国に 10 か所の財務局、財務支局がございまして、40 か所の財務事

務所を設置しております。21 年度末の定員で申しますと、4,729 人がこの業務に従事して

いるところであります。 

 次のページに参りまして、日本地図に財務局のロケーションを記しております。北から

北海道財務局がございまして、南の方は九州財務局となっております。その上の福岡財務

支局と合わせまして、全部で 10 の財務局・財務支局があるという構成になっております。

左下の方に沖縄がございますが、沖縄に関して申し上げますと、内閣府の沖縄総合事務局

の中の財務部というところで財務局の事務を行っているという形になっております。 

 次ページに参りまして、財務局に関する指揮系統を図式化したものでございます。基本

的に財務省の総合出先機関でございますので、財務大臣からの指揮の下、財務省の業務を

行っているということでございます。そのほかに、金融庁長官からの委任を受けて金融庁

業務、すなわち金融検査ですとか、金融機関の監督ですとか、市場の監督といったものを

行っているわけでございます。国有財産の関係で申し上げますと、この財務大臣のところ

から財務局長に下りてきまして、その下の管財部長というところで国有財産関係の業務を

担当しているものでございます。 
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 次ページに参りまして、財務局の組織を記しております。財務局は、基本的に総務部、

理財部、管財部という３部構成をとっております。そのほかに、金融商品取引にかかるマ

ーケット関係の担当部署があるという形になっております。総務部のところでは、総務業

務としまして、人事・会計・広報・厚生・情報公開、あるいは経済動向調査といったもの

を担当しております。理財部の方で、予算ですとか、財政投融資、あるいは金融庁の委任

を受けて行う金融機関の監督・検査といったものをやっております。管財部の方で、国有

財産の全体の総合調整ですとか、普通財産の管理・処分といった業務を担当しているとい

ったことになっております。 

 以上が財務局の概要の御説明でございます。 

○吉田国有業務課長 続きまして、もう一つの資料でございます、財務局の普通財産の管

理処分業務について御説明をしたいと思います。 

 まず、国有財産の業務といいますのが、大きく行政財産と普通財産に分かれております。

行政財産というのは国の庁舎とか、宿舎とか、そういう財産、あるいは道路とか、公共用

財産で、それ以外のものが普通財産ということになるわけでございます。普通財産は、基

本的には処分をすることを前提にした財産です。 

 この委員会の方では去年、普通財産のうち未利用の土地を入札して売るという業務につ

きましては御説明しておりまして、既に市場化テストの対象になるということが決まって

おります。普通財産の業務のうち残りの部分の業務、未利用ではなくてお貸しをしている

業務、これは主に物納財産でだれかが使っている、そういうものが物納されてきた場合で

ございますが、それプラス、国有地で占有されているもの等、そういう財産に関する業務

というのが今回御説明する業務でございます。 

 １ページでございますが、具体的にどういう業務かといいますと、ここに３つ挙げてお

ります。１つが、一体利用地内に機能を喪失した旧里道・水路があることが確認された場

合、財務局に対して売払申請がなされ、売払等の契約をしますということ。２つ目が、借

地権等の設定された土地が物納された場合に、従前の使用者との賃貸借契約、借地契約で

ございますが、それから貸付中の財産について、貸付料の改定、あるいは更新期が到来す

るものについての貸付料の改定の通知または更新契約。３つ目が、自己所有の財産と誤信

して使用が開始された誤信使用財産について、現況や占使用者の調査を行い処理をする業

務と、大きく３つ業務がございます。 

 これらの業務につきましては、中央省庁等改革基本法によりまして、会計法令等国自ら

行う業務を除き、12 年から民間委託を既に実施しておりまして、また逐次業務を追加して

おります。 

 ２ページ目でございます。業務の内容でございます。まず、使用者、権利者に対する売

払いの契約でございます。括弧の中に、申請書の徴求・審査、財産の現況調査等々と書い

ております。２番目に、物納財産に関する業務で、新規に入ってきたものについて、新規

貸付に係る業務、それからロとして、既に貸し付けているものについての貸付料の改定、
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契約更新に係る業務、３番目に、先ほど説明した誤信使用に関する現況調査等ということ

でございまして、具体的には現況・占使用者調査、あるいは境界確定の補助、境界決議書

の作成等でございます。４番目に、①、②、③の業務に係る附帯業務ということで、例え

ばお貸しをしている場合の車庫の証明とか、誤信使用財産につきましては使用料を頂きま

すので、その計算とか、そういうものでございます。そして、この４つの業務を一括して、

包括的に民間委託をしております。 

 ３番目に、受託業者の決定方法でございます。ここに書きましたように、国の職員に代

わり、国有地の取得希望者、あるいは借受者との円滑な交渉及び迅速な事務処理を行うこ

とが必要でございますので、質の高い受託業者の確保が重要であると考えておりますので、

総合評価方式による一般競争入札で受託業者を決定しております。 

 次に、３ページ目でございます。主な委託業務の流れということでございます。まず、

売払等・新規貸付でございます。委託財産はどれだというのを目録の交付をするというこ

とでございます。それによって申請書類が出てきます。申請書を受理しまして、そして財

産の現況及び権利関係の調査を指示します。それを調査した結果、評価調書及び決議書が

作成されて出てきます。これを基に売却価格の決定が行われます。その後、契約書の送付

が相手方になされまして、それで契約が締結されるという形になります。その後、登記手

続書類の調製が行われ、それから証拠書類等の調製が行われるということでございまして、

委託業務と国自ら行う業務がそれぞれ書かれております。 

 次に、継続貸付でございます。既に貸付けているものということでございますが、こち

らの方も同様に財産の目録交付があって、現況・権利関係の調査が行われ、その後、個々

に買受勧奨を必ずしております。継続貸付の財産については、全国で約３万件を超える財

産を貸付けているわけですが、これについては更新、改定の時期が大体３年に１回でござ

いますが、この時期をとらえまして買受勧奨を必ず行っております。買受けされない場合

には貸付料の算定・決議書作成が行われ、貸付料が決定します。そして、改定貸付料の通

知等が行われ、契約の締結がされる。そして、証拠書類の調製という形になっていきます。 

 それから、一番右側の誤信使用財産の現況調査でございます。委託財産に係る目録の交

付の後、現況調査が行われまして、境界の調査・調整記録書を作成、そして境界線案の決

定を行います。その後、現地立会、立会協議報告書、境界協議書、境界標写真の徴求、審

査が行われて、決議書作成、そして境界の協議書の取り交わしが行われるという形になり

ます。それで、境界協議書の送付に係る事務という形になっています。これは境界に関す

る業務ということで、このほかにもいろいろな業務が行われるということでございます。

大きく委託業務の流れということでございます。 

 では、４ページでございます。委託の実績でございます。委託件数は平成 20 年度に約３

万 7,000 件でございます。この内訳でございますが、書いておりませんが、業務ごとに言

いますと、売払関係が約 5,000 件、それから貸付関係が１万 2,000 件、１万 2,000 件とい

いますのは、全体で継続貸付３万件でそれを３分の１ずつ改定していきますので、それが
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１万件、プラス新規分で約１万 2,000 件、それから誤信が約 8,600 件、附帯が１万 1,000

件でございます。併せて３万 7,000 件の業務があります。 

 この業務が、ごらんになると少し増えております。これの要因ですが、１つは平成 17 年

度に先ほどの里道・水路等の法定外公共物につきましては、地方分権推進計画におきまし

て、機能を有している里道・水路は市町村へ無償譲渡されまして、喪失しているものは国

という形ではっきり分けました。従来はそこを分けておりませんで、すべての業務が市町

村ないし都道府県で行われていたんですが、分けまして、機能喪失分は国で行いますとい

うふうになったという部分で、その部分で増えている部分があります。 

 それから、誤信使用財産の現況調査につきましても、これもいろいろ検査院ないし新聞

でも指摘を受けましたものですから、今、少し力を入れてやっているということもありま

して、委託業務について増えているということもございます。以上が業務委託実績でござ

います。 

 ６番目に、予算でございます。予算額について、まず人件費につきましては「－」でご

ざいますが、これはこの業務だけを専門に行う国の職員はいない、つまり既に委託してお

りますので「－」にしております。それから、物件費については、15 億 4,800 万という数

字でございます。これについては予算額が落ちているんですが、実は予算の効率的執行の

観点から、要求額算定に当たりまして、過去の支払実績に基づいた手数料に変更しまして、

つまり割引率をここに反映させて予算をぐっと絞ったという意味でございます。以上が予

算の話でございます。 

 では、５ページ、契約の状況でございます。契約は基本的には県単位、プラス、東京地

区については分割をしてやっております。といいますのは、ごらんになっていただきます

と、左のところですが、東京の地区、区部を４つに分けておりまして、それに長野県、茨

城県、山梨県、群馬県をくっつけております。これは、実はこの県はかつては県ごとに発

注していたんですが、どうしても業者がいなかったものですから、組み合わせをすること

によって業者を確保したという経緯がございます。そのほかのところについては、基本的

には県、北海道については広いものですから出張所ごとに業者を決めているという形にな

っております。 

 「－」が書いてある部分は、入札しても業者がいなかったという部分でございます。全

国で６か所あるわけです。このうち沖縄とか鹿児島は島でございますので、これはなかな

か難しいところでございます。それから、この表でいきますと、福島は何回かやりました

が、どうしても落札業者が出てこなかったということでございます。その場合には、どう

しても出てこない場合には非常勤職員を雇って、その人にやってもらうという形でやらざ

るを得ないという形でございます。 

 どうして業者が出てこないのかということですが、業者にもちろんヒアリングをしてお

りますが、１つはどうしてもこの業務というのは相対交渉で、現地で業務を進めるという

ことでございまして、定型的にできる場合もあるんですが、できない場合もあるというこ
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とでございまして、できない場合にどうしても処理時間が増加してしまって、採算が合わ

ないじゃないかというようなことがあり得ることが１つです。２つ目は、１年ごとに入札

をやっているものですから、新たに受託する場合にはそれなりの人と設備が必要になって

くるわけですが、次の年に受託できなかった場合は、せっかくの新規の投資がだめになる

ということもあって、なかなか出てこない。 

 それと、これは宅建の業者にお願いをしているわけですが、同じ不動産業務ではあるん

ですが、やはり国有地となりますと法律が当然別にあるものですから、それなりに勉強し

なければいけないということで、それもちょっと負担になるということも言っておりまし

た。もう一つは、これは我々の努力不足もあるんですが、なかなか周知が図られていなか

ったかなという部分もあったかと思っております。そういうこともありまして、今年もと

もかく業者がいないということは避けたいということから、全国的にも宅建の協会の方の

広報紙を通じて宅建業者のへのＰＲを行うとともに、会合等にもおいて説明を行っている

ということでございます。 

 やはり、宅建の業者、あるいは協会からは、先ほど言いましたように、どうしても単年

契約ですと投資が回収できない、あるいはリスクが大きいという話もあるものですから、

複数年契約にしてほしいという要望が多く聞かれたところでございます。そういうことで、

是非我々としてもこの市場化テストに参加することによって複数年契約に変更することが

できれば、少しでも解消が図れるのではないかと、このように考えているところでござい

ます。 

 今説明しましたように、普通財産の管理処分業務については、既に総合評価によります

一般競争入札を実施しているところでございますので、民間の知見の活用とか、コストの

削減についてはもう図られているものと考えております。しかしながら、今言いました単

年度であれば、参入者がなかなか増えてこないという問題があるものですから、その部分

を是非改善をしたいと思いまして、今回のテストに参加をしたいと考えているわけでござ

います。また、実施要項等へ第三者の意見を反映させることによって、業務実施に当たっ

ても透明性、自立性、公正性の確保も期待できるのではないかと考えております。 

 以上が今回の御説明でございます。よろしくお願いいたします。 

○落合委員長 ありがとうございました。それでは、適宜質問等を行いたいと思います。 

○野原委員 この業務に詳しいわけではないので、教えてほしいのですけれども、契約の

仕方ですが、最後のページに地域ごとの契約金額等が書いてありまして、県単位で見ても、

一番少ないところですと島根県で 99 万 9,000 円で、一番多い東京都でも２億弱ということ

で、その県とかエリアごとに、今年はすべてその業者というふうに業者を１つ選ぶという

ような契約をされているのでしょうか。 

○吉田国有業務課長 今言いましたように、まずどの地域にするかというのを毎回決める

わけですが、これは基本的には県単位で行っております。といいますのは、相手の宅建業

者も基本的には県単位の免許でございますので、それが１つ大きな理由でございます。こ
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れで、先ほど言いましたように、総合評価の入札でございますから、参加をしてください

ということで、普通、参加があれば点数をつけてということでございますし、１人であっ

てももちろん点数はつけます。といいますのは、これは基礎点といいまして、基本的なと

ころがなければだめですので、つまり基本的なところというのは、例えば資格者がいない、

宅建業者ですから必ずいるはずですけれども、それから業務量によって当然必要な人数が

ありますので、その人数が確保されているのですかという基礎的な部分は当然クリアする

ことが前提で、それで価格の方も我々は業務ごとに単価を予定価格として設定をしており

ますので、それを合わせた形での入札をする。それがクリアできれば契約をするというこ

とでございます。 

○野原委員 基本的には県単位で１業者が決まっていくようなイメージということですね。

わかりました。それは、例えば東京都の割と大きい固まりのところもやはり１業者でとい

うことなんでしょうか。 

○吉田国有業務課長 これについては、先ほど説明しましたように、東京の区部は４つに

分けて県と組み合わせる形で、その単位でやっております。だから、東京でいうと、４つ

に区切っている形で入札をします。もちろん同じ業者が２つ、３つ入札には参加してきて

います。 

○野原委員 それは構わないのですか。 

○吉田国有業務課長 それはオーケーです。したがって、この中で同じ業者が２つの契約

をしているところももちろんあります。 

○野原委員 もう一つは、先ほどエリアによってはなかなか入札する事業者が決まらない

ところもあるということで、御苦労の様子を伺ったんですけれども、それを解決する方法

として、群馬県、山梨県、茨城県、長野県を区部にくっつけたように、エリアを県単位に

限らず、ある程度横断的にひとくくりにするというようなことも考えられるかと思うんで

すけれども、その辺についてはどう考えていらっしゃいますか。 

○吉田国有業務課長 ここが非常に難しくて、事前にいろいろヒアリングをして単位を決

めていっています。仮にできなければ、また単位を変えるということもあるんですが、今

回も当然このヒアリングがあることを前提に、業者にこれまで以上にヒアリングをしてみ

ました。 

 まず、少し大きくできないのかなということですが、実は複数県の場合は大臣の免許を

受けた業者ということになるんですが、その業者を見てみますと、基本的には我々が想定

している宅建業者ではなくて、免許を持っているのは大体がハウスメーカーなんですね。

彼らはこういうのはなかなかやっていないんですね。大臣免許業者が東京ですと 800 ぐら

いいるんですが、本当の地方ですと１つ、２つという感じです。その業者も今言ったよう

な業者なので、我々が想定している業者ではないということで、くっつけたから入札の参

加者が増えるということはなかなか難しいなということです。 

○野原委員 複数県にわたる場合に大臣免許の業者になるというのは、これはそうしない
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といけないということでしょうか。 

○吉田国有業務課長 それは、県内だけの活動であれば県知事免許、ただそれだけの意味

です。 

○野原委員 県知事免許の業者とは。 

○吉田国有業務課長 県知事免許の業者と大臣免許の業者と２種類います。したがって、

複数県をやる場合には大臣免許の業者になります。 

○野原委員 宅建は県単位の免許というお話が途中ありましたし、その免許制度の壁があ

ってなかなか複数県をくっつけにくいと。 

○吉田国有業務課長 そういう意味ではありません。複数県を１つにした場合には、大臣

免許の業者ということになるんですが。 

○野原委員 それが違えばいいということですよね。 

○吉田国有業務課長 違います。そういう意味ではありません。大臣免許の業者になりま

すが、その業者の中身を見てみますと、いわゆる宅建業者というのはほとんどなくて、ハ

ウスメーカーとか、そういう別の業務を主にやっているという業者が多いものですから、

そういう人が参加してくるのはなかなか難しいだろうなという意味です。 

 それで、もう一つそこで今回工夫をしたのは、グループ参加をするようにしたらどうだ

ろうかと。例えば福島であれば、宮城県と福島県を１つにして、宮城県の業者と福島県の

業者がグループをそれぞれ組んで、宮城県の業者がヘッドになっていろいろな雑用はやる

ということであれば、少し福島の業者もいいかなと思ってやったんですが、これはヒアリ

ングしたんですけれども、宅建業者は県を越えると、そういうグループを組むということ

がないものですから、そういうことをいろいろやりましたが、なかなか出てこないという

ことでございました。 

○野原委員 東京の区部の４つのエリアに長野県等々を加えたことができるのは、今の話

は問題にならないのですか。 

○吉田国有業務課長 要は、東京都の区部は儲かるんですね。したがって、例えば長野県

に人を１人派遣して、支店というか、出張所を置いてやってもらっている。つまり、東京

区部の儲けで長野をやってもらっているというイメージでございます。したがって、逆に

言うと、宮城、福島ではそこまでの上がりが上がらないものですから、なかなかできない。 

○野原委員 近くにくっつけようとするということですか。 

○吉田国有業務課長 つまり、区部とくっつければその上がりが結構あるものですから、

そういうやり方もできるんですが、現にやっているわけですが、そのほかの地区ではなか

なかできない。 

○野原委員 例えば、東北地方を全部とすると、また見え方が違ってくるのではないかと

か。 

○吉田国有業務課長 そもそもそういう業者がいないので。 

○野原委員 いろいろチームを組んでもらって、窓口がどこか代表になってもらってみた
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いなことを。今までは習慣的にはもちろんないということはわかるんですけれども、ない

のを変えていかないと、今のようなことは解決しないということなのかなと思います。 

○吉田国有業務課長 それはよくわかっておりまして、今回もそういう意味も込めていろ

いろヒアリングをしましたけれども、なかなかいい返事がなくて、むしろ、先ほど言いま

したように、宅建業者ですので、普通、宅建業者というのは１県もやりません。市単位で

やっておりますので、むしろ県内を分割してくれという方の要望がたくさん出たというこ

とです。ただし、分割するとこちらの事務量が増えるものですから、そこも難しいなとい

うことです。入札の業者を増やそうと思えば、多分分割することなんだろうと思うんです

が、分割すると今度はこちらの業務量が当然増えてくるということで、なかなかそこは難

しいな、どっちにおいても難しいなということなんです。また、いろいろと工夫はしたい

と思っていますけれども。 

○野原委員 年間 100 万円、200 万円、300 万円といった金額で契約するということ自体が

結構大変だろうなと思われますので、どういう枠組みにするかを変更していかないと、ち

ょっと金額を上げてといっても、10 倍にするわけにはいかないわけですから、もう少し現

在の状況にとらわれないような改革をしていかないと難しいのかなという印象を受けまし

た。 

 ただ、今回のこの見直し方針について言えば、契約を複数年化することによって毎年新

規受託の可能性があるというような不安定なことはなくなるということで、その点につい

ては多分たくさん抱えておられる問題のうちの一部は多少解決するのかなと思います。 

○吉田国有業務課長 これは解決にはすごく大きいのかなと思っています。我々の事務量

的にも、業者が変わりますと、どうしても１か月ぐらいは止まってしまいますので。 

○野原委員 でも、単年度契約だから毎年変わるとは限らないですね。 

○吉田国有業務課長 もちろんです。ですから、新規業者になった場合ということです。

21 年度だと、７か所新規業者に変わっておりました。 

○野原委員 ありがとうございました。 

○落合委員長 先ほどのお話で、民間委託を既に実施していて、その結果、民間知見の活

用、あるいはコストの削減が図られていると判断をしておられるということだったのです

けれども、それは何か具体的なエビデンスがあるのでしょうか。例えば、コスト削減とい

うことは、結局この委託業務に従来どのくらいコストをかけていただろうかということが

あって、そして民間委託をすることによってどのようなコスト削減が実現しているかとい

うあたりのコスト削減が中心だろうと思います。民間知見を活用することによって、コス

ト、あるいは作業の仕方というものについて変化が生じ、それが結局国民にとって便利に

なっているというようなことが合わさって評価がなされると思うのですが、その評価を裏

づける資料というのは十分あった上での御判断なのか、それともざっくりとした感触での

評価なのか、この辺はいかがでしょうか。 

○吉田国有業務課長 ここについては、おっしゃるとおり、ざっくりとした評価というこ
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とですが、コスト削減の面に関して言えば、今御説明した業務からすれば、これは人件費

が主なものなんですね。そうなりますと、民間委託をする前は職員がやっていたというこ

とですので、その分、職員については定数削減を行っております。 

○高橋地方課課長補佐 過去５年間になりますが、業務の見直しというのを 18 年６月 30

日の閣議決定以降やっておりまして、普通財産の関係では 18 年から 22 年度までの５年間

でありますが、181 人を純減しております。 

○吉田国有業務課長 これは 12 年からやっておりますので、もっと遡ればもっと人数が出

てくるというのが１つでございます。 

 民間知見の問題というのは、これははっきり言って、ものすごい高度な業務かというと、

そうではないわけです。ただし、先ほど言いましたように、例えば境界とか、そういう話

については民間でもやっている業務ですから、そういう意味で民間でやっているそういう

ノウハウというか、交渉とか、そういうものについて応用できるという意味で、国の職員

がやるよりは知見が生かされたのではないかというふうにお話ししました。そういう意味

で、制度的な面でお話をしました。 

○落合委員長 そうしますと、監理委員会の下でこういう委託業務という公共サービスを

実施した場合に、その辺の透明性は確保される可能性がありますね。それとの関係で、実

際応札業者がいないという県等がある。この理由は、受託する場合の報酬額が低いがゆえ

にそうなのか。そうすると、コスト自体の算定が一体適正かどうかという問題が起きてく

るように思えますが、結局、落札者がいないことの大きな原因はどの辺にあるという認識

なんでしょうか。 

○吉田国有業務課長 この中で、業務量がそもそも少ないという部分はもちろんあります。

これについては、先ほど言いましたように、この業務をやるためには国有財産法等々の研

修その他をやらなければいけないという問題があって、それに見合うのかという話が当然

あります。 

 もう１つは、例えば今の福島のように、福島の業務量的にはほかの県と同じぐらいでご

ざいます、別に極端に少ないというわけではありませんので、その辺のことについて言え

ば、１つは福島県というのは多分距離的な問題があって、遠い地区も抱えているものです

から、そういう意味では結構手間がかかるということです。もちろん旅費は出すんですけ

れども、どうしても手間がかかるということはあるんだろうなと思います。それから、単

価については、これは全国一律で、１件処理をしたら幾らという払い方をしております。

そこの部分で、もちろんもう少し高ければという話はあるんですが、そこだけ高くすると

いうのは難しいので、なかなかできないだろうなと。 

 解決策としては、先ほど言いましたように、複数年にすることによって全体的なコスト

は下がるんですよという話をし、それから福島県の宅建のところでＰＲをし、ある種説得

をしていくということで、ここは何とかなるのではないかなと思っています。 

○落合委員長 そうしますと、落札業者が出てくるような地域においても、落札する業者
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というのに何か特徴的なものはあるのでしょうか。例えば、常にある特定の業者が落札し

ているというようなことなのか、その業者というものは純然たる民間の事業者という性質

を持つものなのか、広い意味での財務省の関連のある団体みたいなものが実質それを応札

しているというようなことなのか、落札した業者の属性はどんなような感じになっている

のでしょうか。 

○吉田国有業務課長 先ほど言いましたように、21 年度は新規の業者が７社でございまし

た。50 のうちの７社ということでございます。それから、宅建業者というのは基本的に財

務省の所管ではありませんので、そういう意味ではありません。しかし、財務局の関係者

がいないのかといえば、例えば財務局のＯＢが入っている会社というのがあります。これ

は今回調べてみましたが、50 のうち６社ほど、ＯＢとして業務に入っているということは

あります。しかし、決してそんなに多いという話ではないんだろうと思っています。あと

はみんな純粋に民間の業者です。といいますのは、条件が宅建業の免許を持っている人と

いうことになっておりますので、個人ないし会社ということでございますので、そういう

意味で財務省関係の団体とか、そういうものはありません。 

○野原委員 先ほど出た単価が一律ということは、これは法的に決まっているのですか。 

○吉田国有業務課長 こちら側の決めの問題です。 

○野原委員 決めというのは、法的ではなくて、習慣的にということでしょうか。 

○吉田国有業務課長 そうです。 

○野原委員 それはどうして一律でないといけないのですか。 

○吉田国有業務課長 事務処理に当たって、例えばさっきの業務の流れでいきますと、書

類を作って、こうやって、こうやってということですので、県ごとに違うということが考

えにくいんだと思うんです。 

○野原委員 でも、先ほど御説明にあったように、移動距離が長いと当然同じ下見といっ

ても、それにかかる作業時間とか稼働時間がかかりますね。 

○吉田国有業務課長 その分は旅費という形で見ます。別途見ます。 

○野原委員 旅費ということではなくて、その人が移動するのに往復３時間かかるのか、

15 分で行けるのかという稼働時間についてです。 

○吉田国有業務課長 そこの時間のところは見ています。単価が一律というのは、書類を

作る、それの意味でございます。 

○野原委員 それの業務の１件当たりというのが同じになっていると。 

○吉田国有業務課長 したがって、逆に言うと、今のようなことを入れれば当然そこの部

分は違ってきます。 

○野原委員 それでもまだ採算性が見合わないぐらい件数が低かったりするということで

すか。 

○吉田国有業務課長 そういうことでございます。 

○落合委員長 それで、入札する場合に、どのくらい入札者が出てくるものなのだろうか
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とか、民間委託しているというのですけれども、常に例えば１社ぐらいしか出てこないと

いうような形だと、実際上競争入札というような状態ではないと思われます。そうすると、

今は実際民間委託をやっている中で応札者の数はもちろん、どのくらいの業者がこれに参

加するのだろうかというあたりの数字的なものは、現状ではどういう状態なのでしょうか。 

○吉田国有業務課長 おっしゃるとおりでございまして、今のところ、全地域のうち１社

入札の数字が約 70％でございます。２社が 14％、３社以上が 3％で２地域ということにな

ります。したがって、１社が７割を占めているという状況でございます。 

○落合委員長 そうしますと、７割の部分について本当に競争的な環境が実現しているの

だろうかというような問題が起き得ると思うのですが、それについてやはり何らかの対応

を考えていかなければいけないであろうと。その対応策として何か工夫されていること、

あるいは今後こういうことをやって競争状態というものを実現したいというような工夫、

あるいは対応についてはいかがでしょうか。 

○吉田国有業務課長 まず、入札１社の状況においての問題点の１つとしては、やはり質

の確保という面におきましては、先ほど言いましたように、総合評価ということでござい

まして、実施の体制とか何とかを点数化をして見ております。先ほど説明したように、基

礎点を考えておりまして、最低限できる体制は整えているということが参加の条件になっ

ておりますので、そこの部分については確保されていると思っております。 

 ２つ目、そうは言っても複数入札が望ましいわけでありますので、そこについてはコス

トの面、業者におけるコストの面が一番大きいので、やはり複数年にすることが１つの解

決策だというふうに思っています。 

 それと、本当に増やそうと思えば、更に分割をすることなんです。といいますのは、先

ほど言いましたように、宅建業者というのは１つの市をエリアにやっているのが普通でご

ざいますので、それであれば自分の今やっている業務の中でできるものですから、可能に

なるんだろうと思うんですが、それは我々の業務量の方が今度は増えるだろうということ

なものですから、果たしてそれはどちらがいいだろうと。今現在問われれば、確かに質が

確保されているということからすれば、今のあれでいいのではないかなと。もう１回テス

トで、３年という複数年でやってみてどうなんだろうというのをまずやってみたいと思っ

ています。 

○落合委員長 その基礎点で質を確保しなければいけないことは確かだと思うのですけれ

ども、その質の確保の水準が本当に適切な水準で確保されているのかどうか、これがある

意味で競争の制限的なバリアになっているというようなことがあると、やはり問題だと思

いますので、一体入札の条件というものが適正な条件になっているかどうか、これらにつ

いての検証等、70％１社というのは、ある意味では質が高過ぎる水準にあるのではないか

なという推定も働くような気もするので、その辺のところでもう少し条件を緩める必要は

ないだろうか。そして、先ほどお話があったように、委託業務の中身自体は宅建業者であ

ればそれほど複雑な判断を要する作業でもない、一定水準のものであれば大体間違いなく
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できるような業務であるとすると、そこの入札条件を現行よりも緩めるというようなこと

をして、本当にどれだけ問題が生ずるのだろうか。現行の水準を緩めると非常に問題が生

じますというのであれば、その問題を生ずるということについて十分客観的な裏づけのあ

る材料があるのだろうか、この辺のところが、本当に適正な条件なのかなということにつ

いて若干疑問も生ずるような気もするのですが、いかがでしょうか。 

○吉田国有業務課長 参加資格については、宅建業者であるということしかないわけです

ね。したがって、宅建業者というのは全国に何万といらっしゃるわけですから、その意味

ではないと思うんです。ただし、先ほど言いましたように、総合評価の部分でどうかとい

う御質問だと思うんですが、先ほど基礎点という表現をいたしました。しかし、これは必

要だと思っているんですね。当然、宅建業者というのは本当に１人のところからあるわけ

なので、基本的にこの業務につきまして何人確保していただかなければいけないというの

は業務量によって違いますけれども、東京地区であれば十何人という単位で必要になって

きますので、そういう意味ではそれはちゃんと確保できるということが確認できないとい

けないということはあると思います。 

 それから、当然、どういう手法でやっていくんですか、あるいは日程的に問題はないん

ですねとか、そういう基本的なところについてはチェックをしなければいけないと思って

います。その点について、競争が制限的になっているのではないかというのは、ある面で

はそうなのかもしれません。つまり、宅建業者というのはそういうことまで考えてやって

いませんので、そうかもしれませんが、そこは我々はどうしても必要なことだと思ってい

ます。これはこれからもよく説明を協会を通じてやっていかなければいけないのではない

かなとは思っています。 

 もう一つは、この中で、国有財産に関する知識というのを評価の項目にしております。

これは、先ほども言いましたように、新規の業者になった場合にどうしても１月ぐらいは

いろいろ教えていかなければいけなくて、とまってしまうというのが事実あるものですか

ら、ある程度知っておいてくださいねと。職員並みに知っておく必要は全くないんですけ

れども、国有財産はこういうものだというのを、我々もこういう本を読んでおいてくださ

いねということはお話をしますし、国有財産を買う場合に、向こうが相手になる場合も当

然あり得るものですから、少し知っている業者ももちろんいるんですけれども、そういう

ものは最低限必要なのではないかなと思っております。これはまた後で我々の総合評価の

中身を見ていただければと思うんですけれども、これはもし対象になれば多分チェックし

ていただけるのではないかと思っておりますが。 

○落合委員長 どうぞ。 

○佐久間事務局長 今ありましたように、実施要項を実際に検討する段になりますとき、

今の点は非常に重要な検討ポイントになるかと思います。参入の条件、基礎点のつけ方や

総合評価方式のやり方もありますし、それから参入を容易するために、例えば、当初から質

をきちんと確保してもらうために落札後事業を始めるまでの間に一定の研修を行うというやり
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方も工夫の余地はあろうかと思います。いろいろな知恵は、実施要項をどう組むかという

ところで参入を拡大するような工夫というのを、しかも質を保ちつつやるといういろいろ

な議論が可能だと思います。 

○落合委員長 先ほどのお話の中で、国有財産特有の問題があるので、一般の不動産業務

を扱っているのとは違うとの問題があり、その分はしっかりと理解してやってもらわなけ

ればいけないというお話があったのですが、委託業務の性質等を見てみると、売却とか、

貸付をまた新たに行うとか、継続的に貸付を更新するとか、あるいは更新費用等を確認し

て、それの料金その他も算定するといった業務ですね。これはある意味では、国有財産で

なくても、普通に不動産業務に関連して生じていることではなかろうかと思えて、どこが

一体国有財産であるがゆえにこの委託業務の性質に影響を与えてくる部分があるのだろう

かと、私自身はわかりにくかったので、民間がやる売却、貸付と国有財産の違う部分、こ

の辺のところをお願いします。 

○吉田国有業務課長 もちろん、細かいことがいっぱいあるんですが、私なりに整理しま

すと、１つは本当に手続的な話でございまして、先ほど言った流れでやっていきますので、

書類のつくり方とか何とか、それはあると思うんです。もう一つ、質的な面でいきますと、

あると思っているのは、宅建の場合は当然宅建業の適用を受けて、例えば説明事項という

のは法律で最低限決まっております。国有財産の場合はプラスアルファをしております。

説明事項とか何とかについては、やはり国がやることなものですから、もう少し詳しく説

明をするとか、そういうものがついておりますので、その辺のことが一つあるかなと思っ

ております。ただし、今委員がおっしゃったとおり、基本的なところは変わらないです。 

○野原委員 不動産の内容が違う、例えば森林が多いとか、そういうことではなく、手続

上の問題ですか。 

○吉田国有業務課長 そうですね。それもある地域においてはあります。例えば、これで

言いますと、帯広なんかは実は農地がほとんどです。農地・森林は宅建業者もやっている

のですが、我々のは物納財産とかが主なものですから宅地でございまして、地域によって

はそういう御質問の件はあるかもしれません。しかし、それが多いとは思いません。 

○落合委員長 この手続上、説明義務の範囲が多少拡大するということは、それほど難し

い対応を要求される事柄でもないように思えるのですが、そうなってくると、その辺のと

ころを業者としての条件の中にそれほど強く反映してくるような事柄なのかなという気が

します。今の御説明だと、必ずしも国有財産特有の困難な問題があるというわけではない

と理解できるのではないかなと思うのですが、私の理解がおかしい部分がありますでしょ

うか。 

○吉田国有業務課長 私の理解もそうなんですが、それでもヒアリングをして、どうして

参加していただけないんでしょうかという話をすると、そういう話が出るという意味でご

ざいます。私の理解も実は同じですが、そういう話が出るという意味でございます。 

○小池専門調査官 もともと国有財産の管理事務をアウトソーシングしなさいというのが
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中央省庁等改革基本法ですとか、スリム化計画といわれている閣議決定で始まっているわ

けです。言ってみれば、国の事務を国の職員に代わってやっていただくという部分がたく

さんあるわけです。 

 例えば、資料の３ページの「売払等・新規貸付」の一番下に「証拠書類等の調製」と書

いてありますし、「継続貸付」の一番下も「証拠書類等の調製」というふうになっておりま

すけれども、これは会計検査院に提出する書類を委託業者の人につくっていただくんです。

最終的には会計実施検査を国が受けるわけですけれども、国はその会計検査を受検するた

めに、例えば売払価格についてもこういう形で決めておりますという説明をしなければい

けないんですが、それについては通達などによって同一の取扱いになるようにやっており

ます。ですから、例えば宅建業者の方が普通の民々の取引であれば、いろいろな事情を考

慮して、ある程度自分で価格の決め方とかできると思うんですけれども、国の場合には統

一した基準に則ってやらなければいけないというふうなこともあって、そういった価格の

決め方については明らかに国のやり方を遵守してもらわないと、統一した処理ができない

といったところがあると思います。 

○落合委員長 なるほど。ただ、この流れを見ますと、価格の問題の決定は全く除外され

ているわけですよね。ですから、価格はまさに役所が決めるわけなので、民間業者が口を

出すというか、委託を受けている業務の範囲に入っていないわけですよね。 

○小池専門調査官 売却価格等の決定そのものの意思判断は国がやりますけれども、算定

は業者の方にやってもらっているんですね。 

○落合委員長 ということになると、この表がある意味では、白で「国が自ら行う業務」

となっているのですけれども、実質上は判断する、決定するための材料は委託業者がそろ

えるということですよね。 

○小池専門調査官 そうです。 

○落合委員長 そうなってくると、この業務の流れで、国が自ら行う業務という仕分けと

受託業者がやる仕分けといっても、これほど明確に区別できるというわけではなく、実際

上、売買価格の決定の判断材料というものは委託業者が用意しますということだとすると、

全体的には真っ白というよりもグレーのようなものなのではないかなという気もいたして

きますし、法律上、確かに価格の決定は国がやらなければいけないということになってい

るけれども、その判断材料は全部委託業者が用意しますということだとすると、結局委託

している範囲について、当然それが委託料というものに跳ね返ってくるということで、３

ページにあるような区分で本当にいいのだろうかという気もしないでもない。事実上関与

している部分があるのだったら、それもコストで見てあげる必要があるのではないかとい

うようなことも出てくるのではないでしょうか。 

○吉田国有業務課長 わかりました。それは、ここに例えば「評価調書」と書いて、これ

は委託業務の中ですというふうに書いておりますので、今の材料集めというのはこの部分

で、したがって委託のコストに入っていますということです。 

 15



 

 

 

16

○落合委員長 そうだとすると、証拠書類等の調製につきましても、材料はすべて委託業

者が持っていて、あとはそれをいかなる書面化するかという、ある意味で形式的な問題で

あろうと。そうだとすると、形式的に書面を作成する書面の作成の仕方について、何か役

所が従来持っている秘伝みたいなものがあって、これを開示しないとできないという、そ

ういう非常に複雑な形になっていると問題なので、むしろそれだけの材料を持っている人

であれば簡単に作成できるような証拠書類等でなければ、本来いけないのではないか。た

だ、ここが非常に面倒を要するというような状態がもしあるとすると、それ自体がいかが

かなという感じも受けます。 

 そろそろ予定しました時間が近づいてきたわけなので、何か特段ございますか。 

○野原委員 １点だけ参考までにですけれども、受託事業者の評価ではないかもしれませ

んが、この業務全体として、売却価格が高くなるといいという評価、国に物納された不動

産をある経緯を経て売却するわけですから、その価格が上がった方がいいという評価軸は

どこかの段階で行われるんですか。 

○吉田国有業務課長 価格が高くなった方がいい、それはどういう意味でしょうか。 

○野原委員 価格決定は国の仕事なので、この発注業務の評価ではないかもしれませんが、

高く売れれば税収が増加すると思うので。物件を高く売るか、安く売るか、適正価格にな

ったかどうか。 

○吉田国有業務課長 この業務はすべて随意契約なわけですね。したがって、価格の算定

の仕方というのを決めております。つまり、交渉で価格が上がるというものではないので。 

○野原委員 ある仕様に基づいてこの算定基準というか、評価結果が出てくれば自動的に

これは幾らですというのはもう固定されるということですか。 

○吉田国有業務課長 随意契約ですから、売る相手が決まっているわけですね。そうする

と、国の売却価格というのを決めた場合に、それで売るということでございますので、交

渉して売却価格を上げるという話はしておりません。 

 未利用地であれば、競争入札ですので当然予定価格を決めて、入札で高い人に売るとい

う形になっておりますが、これはそうではありません。したがって、高く売ったからプラ

スアルファというものはないです。 

○野原委員 わかりました。 

○落合委員長 それでは、時間も過ぎましたので、本日の審議内容を踏まえまして、今後

は財務省と事務局とで調整を行っていただくようにお願いしたいと思います。 

 野村委員におかれましても、更に御質問等、時間の関係でできなかった部分もあろうか

と思いますので、それは事務局の方に連絡をいただくということでお願いしたいと思いま

す。 

 それでは、本日の公共サービス改革小委員会はこれで終了ということで、お忙しいとこ

ろ、どうもありがとうございました。 

了 


